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研究ノート

日本型資本主義の社会的基礎
――再分配選好、雇用保護および所得――

遠　山　弘　徳

Ⅰ　はじめに――再分配支持、所得およびリスク――

　日本企業の競争力は「長期の関係的契約」にあると見られてきた（Aoki and Dore （1994））。あ

るいは曖昧で比較的広い職務概念と柔軟な配置転換を前提とした雇用保障にあると受け止められて

きた（Boyer and Yamada （2000））。「長期の関係的契約」は企業にとどまらず、企業と銀行、企業

と従業員および系列関係をも含み、日本の経済社会全体に及ぶ。その意味では「長期の関係的契約」

は日本型資本主義モデルの社会的基礎と言えるであろう1。日本経済においては個人は「長期の関

係的契約」したがって長期勤続を保証する雇用保障によって市場リスクから保護されてきた。しか

し、1990年代以降、日本型社会経済モデルが満足の行くマクロ経済パフォーマンスを提供できなく

なったとする認識が強まり、そうした社会モデルの改革が実行に移されてきた。問題の源泉が日本

型社会モデルの特殊な制度にあると見られていたため、改革は、とりわけ労働市場と社会政策領域

において進められ、雇用保障を軸とした社会保護機能は大幅に低下して行った。

　こうした変化は個人の直面するリスクを強め、再分配選好を変化させつつあるかもしれない。こ

れまで日本経済においては、市場で個人が直面するリスクは「長期の関係的契約」――直接的には

雇用保護――によって軽減され、そのかぎりではリスクは、直接的に、社会支出に対する需要の増

加へと結びつくものではなかった。しかし、今後、「長期の関係的契約」にもとづいた雇用保護機

能の低下とともに再分配選好は変化し、社会支出需要を引き上げるかもしれない。

　これまでの再分配をめぐる議論はMeltzer and Richard （1981）モデルを軸に展開されてきた。

Meltzer and Richardモデルにおいては、自己の所得が平均所得以下であれば、エージェントは再

分配の便益が課税コストを超える点までは再分配支出を支持・選好する。他方、自己の所得が平均

所得を超えるエージェントは、そうした再分配に対して純拠出者となるため、再分配に反対する。

1 雇用保護が、一方では、「長期の関係的契約」を支えることをつうじて企業の競争力を引き上げ、他方では、雇
用保障をつうじて労働者の生活を保障していたという意味では、日本型福祉‒生産レジームの基礎でもある。
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したがって、彼らのモデルでは再分配の支持と所得の関係は負の関係になることが示される。

　また、彼らのモデルにおいては、不平等が進行すれば、再分配に対する支持は拡大することが含

意されている。図－1においては平均所得が同一であり、分散が異なる2つの所得分布が描かれて

いる。分散＝0.2のケースに比べ、分散＝1のケースがより不平等な社会である。政治的支持にお

いて中位の投票者（Median Voter）が決定的に重要だとすれば、中位所得者が平均所得者を大幅

に下回る分散＝1のケースにおいては、より再分配への支持が高くなる。言いかえれば、社会が不

平等になればなるほど、再分配への支持は拡大すると期待される。こうしてMeltzer and Richard

モデルにおいては、不平等な社会が平等主義的な社会よりも再分配に対する選好が強いということ

が含意される。

　しかし、再分配をめぐるその後の議論は彼らの理論的予測とは異なる理論的展開を示している。

個人的リスクを考慮した場合、高い所得のエージェントであっても、より大きなリスクに直面する

とき、失職に起因した負の所得効果を弱める「社会保険」的再分配を選好するかもしれない（Moene 

and Wallerstein （2001））。

　Iversen and Soskice （2001）は労働者の技能の特殊性要因を加えることにより、「社会保険」モ

デルを拡張している。そこではエージェントの技能タイプ――一般的な技能もしくは特殊的な技能

――から発生するリスクの相違に焦点が当てられる。彼らのモデルによれば、特殊的な技能を有す

図1．不平等と再分配

出所）Moene and Wallerstein （2001), p.860
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るエージェントは労働市場リスクにより感応的である。自己の職を失った後、彼らの再雇用の可能

性は一般的技能を有するエージェントに比べ高くない。それゆえ彼らはより大きな所得損失リスク

に直面するかもしれない。そうした結果、特殊な技能を有するエージェントは一般的技能を有する

エージェントよりも「社会保険」的再分配を選好する傾向にある。あきらかに、こうした特殊的技

能エージェントがより高い所得を持つエージェントでもある場合、所得と再分配政策支持の関係は

Meltzer and Richardモデルのそれとは異なる。

　実証的には、再分配に関する分析の焦点はマクロデータにもとづく分析からミクロデータによる

分析へと移ってきている。こうした背景には、International Social Survey Programme （ISSP）に

よって国際比較可能なミクロデータが整備・蓄積されてきたことがある。たとえば、政府規模や福

祉国家の分析においては、社会支出と経済的なリスク――たとえば、グローバリゼーション――の

関連が問われてきた（e.g. Rodrick （1998））。だが、そうした分析においてはリスクが個々の経済主

体に与える効果を捉えるものではなかった。だが、ISSPが利用可能になったことにより、ミクロ

レベルにおいて再分配選好に影響を与える要因の研究が蓄積されつつある（Rehm （2005), Amable 

（2009), Busemeyer, Goerres and Weschle （2008), Kenworthy and McCall （2007), Kuhn （2009））。

　本稿の課題は、日本経済において再分配選好に影響を与える要因の検討にある。そのさい、これ

までの議論を踏まえ、とりわけ、所得（Meltzer and Richard （1981））と労働市場リスク（Moene 

and Wallerstein （2001), Iversen and Soskice （2001））に焦点を置く。以下、本稿は次のように構

成される。最初に、International Social Survey Programmeデータを利用し、先進経済諸国との

比較から日本経済における再分配選好と社会支出の関連を概観する。次いで、International Social 

Survey Programme （2006年）のミクロデータを利用し、日本の再分配選好に影響を与える要因を検

討する。

Ⅱ　再分配選好と社会支出

　再分配に対する個人の選好は、International Social Survey Programmeによって実施された「政

府の役割についての国際比較調査」によって知ることができる2。同調査には「政府の責任」につ

いて次のように尋ねる項目がある。

　　「全体として、あなたは、次にあげたことは、政府の責任だと思いますか。それ

2 本データの詳細についてはInternational Social Survey Programme（http://www.issp.org/）を参照されたい。
 日本における本調査の実施主体はNHK放送文化研究所世論調査部である。
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　　とも、政府の責任ではないと思いますか。それぞれについて、1つだけ○をつけ

　　てください。」

　この質問事項に対する回答のうち「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくすること」

が再分配選好の代理指標として利用される3。回答は次の5項目からなる。

　　　1．政府の責任である

　　　2．どちらかといえば政府の責任である

　　　3．どちらかといえば政府の責任ではない

　　　4．政府の責任ではない

　　　5．わからない

　こうした質問に対する回答データを再分配に対する選好の代理指標として利用するが、分析にあ

たってはすべての回答の数値を反転させている。たとえば、「政府の責任である」は1の値から5

の値に変えている。これにより数値が高いほど意見に賛成であるように直感的に理解しやすいもの

としている。したがって数値5はもっとも高い再分配選好を示し、数値が低いほど低い選好を表現

する4。

　本国際比較調査はこれまでに4回（1985年、1990年、1996年および2006年）実施されている。しか

し、すべてのサンプル国がすべての調査に参加しているわけではない。付録表Ａ－2の国・年別の

記述統計において示されているように、1996年と2006年にはサンプル国すべてが参加しているが、

4回のすべての調査に参加したのはオーストラリア、ドイツ、イギリスおよびアメリカの4カ国だ

けである。このため国ごとでサンプル数において違いがある。

　ここでは調査の実施年度にかかわりなくデータをサンプル国ごとにプールし、すべての回答デー

タの平均値を求め、これによって各国の再分配選好を表現させる。最初に、こうしたデータにもと

づき各国の再分配選好と現実の社会支出の関連を見ることにしたい。社会支出は1991年から2005年

の平均値である（付録表Ａ－1参照）。

　図－2においては、各国の再分配選好――政府の責任「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格

差を少なくすること」によって代理――と社会支出（対GDP比）の相関が描かれている。容易に理

3 同データを再分配選好の代理指標とし、ヨーロッパにおける再分配選好を検討した文献としては、たとえば、
Rehm （2005), Amable （2009）等がある。ただしヨーロッパ諸国のデータにおいてはより詳細な情報が提供され
ている。

4 「わからない」はオリジナルなデータでは5の値が与えられているが、数値の反転により分析にあたっては1の
値が与えられている。したがって選好度としてはもっとも小さな値を示すことになり、「政府の責任ではない」
よりも低いことになる。この点にかぎり選好の順序において整合性を保持し得ないことに注意されたい。
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解されるように、両者の間には正の相関が観察される。再分配選好が強い（弱い）国ほど、GDP

に占める社会支出も高い（低い）ようである。本稿では、再分配選好がサンプル国の回答者数によ

る単純平均で表現されているが、より厳格に再分配選好指標を作成したBrooks and Manza （2006）

のデータ5を利用しても、同様の関係が見出される（図－3参照）。彼らの再分配選好――社会政策

選好と呼ばれる――は因子分析を利用し、政府責任に関する2つの質問事項――「働く意志のある

すべての人に仕事を提供すること」および「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくす

ること」――にもとづいた因子スコアによって表現されている（Brooks and Manza （2006））。

　Brooks and Manza （2006）のデータによっても、社会支出と再分配選好（社会政策選好）の間

には正の相関が観察される。すなわち再分配選好の弱い国は社会支出水準が低く、強い国は高い社

会支出水準を示す。こうした関係は因果関係を示すものではないものの、各国国民の再分配に対す

る選好が、政府の政策形成に影響を与え、社会支出水準にも影響を及ぼしている可能性が高い6。

図2．社会支出と再分配選好

5 Manza and BrooksのデータはKenworthy （2009）に転載されたものを利用している。各国の略記号に付された
数値は社会政策選好データが利用された年である。社会支出については社会政策選好の翌年のデータが利用され
ている。

6 また、この関係は社会支出に影響を与える可能性のある他の要因――たとえば、高齢者人口、財政収支等――を
コントロールしていないことにも注意されたい。
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　また、図－2と図－3においては各国の違いも観察される。アメリカ、カナダ、オーストラリア

およびニュージーランドは再分配選好も社会支出水準も低い。これに対してヨーロッパ諸国は再分

配選好も社会支出水準も高い。Meltzer and Richard （1981）によれば、不平等な社会ほど再分配

選好が強まると予測されたが、少なくとも、図－2と図－3の社会支出と再分配選好の関係をみる

かぎり、反対の結果が見出される。北米およびオセアニア経済では再分配選好は低く、対照的に、

北欧諸経済では再分配選好は強い。よく知られているように、たとえば、スウェーデンはアメリカ

よりも、はるかに平等主義的な社会である。したがって、ミクロデータを利用した場合でも、不平

等と再分配の実証的関係は、Meltzer and Richard （1981）とは反対の結果が見出される。

　日本経済に注目すると、いずれの散布図においても、社会支出水準が低く、アメリカ、カナダ、

オーストラリアのような北米・オセアニア経済に近い水準にある。また、再分配選好についてもヨ

ーロッパ諸経済とは明瞭に異なっており、北米およびオセアニア経済に接近している。

　さらに注目されるのは、日本経済が回帰線から下方に乖離している点である。日本経済は、その

再分配選好から予測される水準に比べ、現実の社会支出水準はかなり低いと言える。Brooks and 

Manza （2006）では再分配選好が社会支出水準――福祉国家の規模――を決定すると主張されてい

るが、こうした一般的仮説は少なくとも日本経済には妥当しないかもしれない。

図3．社会支出と社会政策選好

注）Kenworthy （2009）によって提供されているManza and Brooks （2006）データをもとに作成．
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　以下の図－4は日本経済を含めた4カ国について再分配選好と社会支出水準の推移を描いたもの

である。社会支出（対GDP比率）は1985年～2006年の推移を描いている。他方、再分配選好――「富

む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくすること」が政府の責任であるかを尋ねる質問項

目――はドイツとアメリカについては1985年、1990年、1996年および2006年の4回の調査結果が示

されており、スウェーデンと日本については1996年と2006年の2回の結果だけである。

図4．社会支出と再分配選好―日本、アメリカ、ドイツ、スウェーデン―

注）折れ線グラフは社会支出を示し、◆は再分配選好を示す
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　再分配選好が社会支出水準に与える純効果を描いてはいないため、単純に比較はできないが、ド

イツ、スウェーデンでは社会支出水準も再分配選好も高い。これに対して日本とアメリカでは社会

支出水準も再分配選好も低水準である。社会支出水準についても再分配選好についても、ヨーロッ

パ2カ国とアメリカと日本の間には明瞭な相違が観察される。しかし、再分配選好と社会支出水準

の関係が整合的である点でドイツ、スウェーデンとアメリカは一致している。日本だけが他の3カ

国と異なって両者の関係において明瞭な一貫性は観察されない。日本では富める者から貧しい人び

とへの所得の再分配を求める意識は、アメリカよりも強く、ドイツ、スウェーデンに近いにもかか

わらず、社会支出水準は低水準であり、アメリカの水準に近い。

　だが、この図－4が示すように、傾向的には、選好が強まるとともに社会支出も上昇しているよ

うである。すなわち日本経済においては、他の先進国に比べ、再分配選好の程度から予測される社

会支出水準を下回っているが、他の先進諸経済と同様の傾向を示すようである。先進経済諸国にお

いては、一般的に、社会支出と再分配選好の間には正の相関が観察される。こうした関係を基礎に

置くと、再分配選好において変化が発生した場合、そうした変化は社会支出に影響を与えると予測

される。したがって社会支出――より広義には福祉-生産レジーム――の変化を考察するためには、

再分配選好の検討は不可欠である。そこで次節では、日本経済に焦点を置き、日本における再分配

選好がいかなる要因によって影響を受けるかを検討することにしたい。

Ⅲ　日本経済における再分配選好の決定要因

Ⅲ－1．分析方法とデータ

　Meltzer and Richard （1981）にしたがえば、再分配に対する支持と所得の関係は負になる。した

がって個人の所得が上昇して行けば、再分配への支持は低下して行くと予測される。他方、Moene 

and Wallerstein （2001）が指摘するように、個人的リスクを考慮した場合、高い所得のエージェン

トであっても、失職に起因した負の所得効果を弱める「社会保険」的再分配を選好すると期待され

る。すでに触れたように、日本経済の労働市場における個人的リスクは「長期の関係的契約」した

がって雇用保護によって軽減されてきた。だが、そうした保護機能の低下は再分配選好を変化させ

るかもしれない。ここでは所得よりも個人の雇用状況――失業か雇用されているか、雇用されてい

る場合でも、安定的な雇用か不安定な雇用か――が再分配選好に影響を与えると予測される。また、

労働組合も組合員の雇用を保護することで労働者が直面するリスクを低下させるであろう。個人の

直面するリスク状況が高まれば、再分配への支持は上昇して行くと期待される。したがって本稿の
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焦点は、所得、および雇用状況および労働組合が再分配選好に与えるインパクトに置かれる。

　ISSPデータにおいて再分配選好は1～4の順序数値において表現される。このため再分配選好

に影響を与える要因の検討にあたっては順序ロジットモデルが利用される。分析にあたって利用さ

れるデータは以下のとおりである。

再分配選好（redistribution）

　すでに述べたように、 再分配を表現する指標として、International Social Survey Program （2006

年）において提供されている政府責任――「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくす

ること」――に関するアンケート結果を利用する。しかし、Ⅱにおいて利用した連結データでは個

人の所得や雇用状況を含めたデータが得られないため、本節では2006年のデータを利用する7。ここ

でも質問事項に対する回答は反転させられており、4がもっとも高い再分配選好を示す。図－5は

日本における再分配選好の分布を示しているが、そこでは比較のために、同時に、ドイツ、スウェ

ーデンおよびUSAの結果も示されている。すでに集計的な選好で見たように、ヨーロッパ経済で

は再分配に対する選好が、アメリカ経済に比べ、高水準であった。こうしたミクロデータにおいて

も、同様に、アメリカでは「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくすること」を「政

府の責任ではない」と考える回答者が多く、他方、「政府の責任である」とこたえる回答者は少ない。

これとは対照的に、ドイツとスウェーデンでは、所得再分配を政府の責任と見る回答者が多く、反

対に、「責任ではない」と回答する者は少ない。日本経済はこうしたヨーロッパ経済2カ国に近い

意見分布を示している。

7 変数の詳細についてはデータ一覧を参照されたい。政府責任に関しては2006年データは連結データと異なり、
「わからない」という項は掲載されていない。したがって回答のスケールは4である。



経済研究14巻4号

̶ 86 ̶

　ISSPは政府の責任に関するアンケート調査の結果に加えて、回答者の性別、年齢、教育年数等、

社会的地位等に関する情報を提供している。本稿において再分配選好を検討する上でもっとも注目

する変数は、所得、雇用状況および労働組合に係わる情報である。

世帯所得（income）8

　世帯所得は、臨時収入等を含めた過去1年間の収入を尋ねるものである。世帯所得については回

答は12の階層から1つだけ選択する方式になっている。こうした質問に対する回答は所得水準の離

散的な近似値を提供する。Meltzer and Richardモデルにもとづけば、所得階層の上昇は再分配選

好に負の効果を与えると期待される。他方、Moene and Wallersteinモデルからは、そうした負の

関係は期待されないことになる。

現在の雇用状況（empStatus）

　労働市場において個人が直面するリスクは雇用状況において異なる。そこで現在の雇用状態を尋ね

る質問項目をもとに労働者が直面するリスクの大きさに応じて「4．Employed, full-time, main job」

「3．Employed, part-time, main job」「2．Employed, less than part-time」「1．Unemployed」

図5．再分配選好の分布

8 ISSPデータにおいては個人の所得に関する情報も提供されているが、個人所得が再分配選好に与える効果は、
どのようなモデルにおいても、有意ではなかったため、本稿では採用されていない。
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にランクづけた。数値が大きいほど、労働市場におけるリスクが低いということを示している。

Moene and WallersteinおよびIversen and Soskiceのモデルにもとづけば、労働市場におけるリス

クの低下（雇用保護の上昇）は再分配選好を低下させると期待される。

労働組合（union）

　これは労働組合に加入しているかどうかを尋ねるものであり、「1．一度も入ったことはない」

「2．以前は入っていたが、今は入っていない」「3．入っている」から選択するようになっている。

ここでもオリジナルデータの数値を反転させ、数値が大きくなるにしたがって、労働組合加入に対

して肯定的になるようにしている。本稿では、労働組合は雇用保護の代理指標である。雇用保護の

程度が上昇すれば、再分配選好は低下し、社会支出による保護需要も低下すると期待される。

　この他に再分配選好に影響を与えると考えられる変数として以下の変数を導入する。これによっ

て所得と雇用保護以外の要因が再分配に与える効果がコントロールされる。

自営業（selfemp）

　自営業者が他の労働者とは異なったリスクや再分配への態度を示す傾向にあるということはこれ

までの研究において認められている（Iversen and Soskice （2001), Rehm （2005））。自営業者は相

対的にリスク回避的ではないかもしれない。あるいは単純に他の個人を雇用する地位にあるかもし

れない。また自分じしんを福祉国家への純然たる拠出者と見、労働組合のような組織利害とは異な

る点に関心を持っているのかもしれない。自営業変数はダミー変数であり、自営業者には1を、そ

れ以外には0の数値を与えている。

公共セクター労働者（pubemp）

　公共セクター労働者は、民間の労働者に比べ、再分配支出に依存している。したがって政府の規

模に対する彼らの利害は民間セクター労働者と異なると期待される。公共セクター労働者変数もダ

ミー変数であり、公共セクター労働者には1を、それ以外には0の数値を与えている。

教育水準（DEGREE） 

　回答者の教育水準を考察することも興味深いことである。回答欄は、教育水準が低い水準から高

い水準へと6段階に分類されている（0～5）。

以上の変数の他に、個人の性別（sex）、年齢（AGE）および未婚・既婚（MARITAL）も考慮される。
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Ⅲ－2　再分配選好と所得・雇用保護の分析⑴

　すでに触れたように、従属変数――再分配選好――が離散的な、順序変数であるため、推定にあ

たっては順序ロジットモデルを利用する。表－1においては推定結果が示されている。推定結果を

みると、唯一教育水準変数だけがすべてのモデルにおいて有意であり、再分配選好に負の効果を与

えている。ヨーロッパ諸経済を対象とした研究（Rehm（2005), Amable（2009)）結果と同様に、

日本経済においても、教育水準が高い場合、再分配を選好する確率は低下するようである。

表1．再分配選好の決定要因
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　本稿の関心の対象は所得と労働市場リスク――雇用状況と労働組合――が再分配選好に与える効

果にある。ここでは最初に、モデル⑴にもとづき、所得が再分配選好に与える効果に注目したい。

モデル⑴を見ると、世帯所得の階層は再分配選好に負の効果を与えており、5％水準で有意である。

図－6には、モデル⑴の推定結果にもとづいて所得階層の変化とそれに対応する再分配選好の予測

値の確率分布の推移を描いた。たとえば、Pr （Preference＝1｜income）はある特定の所得階層が

与えられたとき、選好1（「1．政府の責任ではない」）を選択する確率（条件付き確率）を示す。

注目すべてき結果は、所得格差の解消が「政府の責任である」とするカテゴリーが、所得階層の上

昇ともに、低下している点である。対照的に、「政府の責任ではない」「どちらかと言えば政府の責任

ではない」とするカテゴリーは、所得階層が高くなる程、上昇している。こうした結果は、Meltzer 

and Richardの予測と整合的であり、所得と再分配への支持の関係は負の関係を描くことになる。

　Meltzer and Richard （1981）モデルでは、個人の所得が平均所得を超えた場合、福祉国家に対

して純拠出者となるため、そうした社会支出に反対すると期待された。だが、すでに指摘したよう

に、日本経済においてはそれ以上に雇用保護（およびこれによる所得保障）が所得損失リスクを低

下させている可能性がある。このため所得階層が上昇した場合でも、再分配に対する需要が上昇し

なかったという可能性も検討されるべきであろう。

図6．再分配選好の予測確率分布

注）Preference＝1 は「１．政府の責任ではない」、Preference＝2 は「2．どちらかと言えば政府の責任ではない」、
　　Preference＝3 は「3．どちらかと言えば政府の責任である」、およびPreference＝4 は「4．政府の責任である」を指す．
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　Moene and Wallersteinモデルにもとづけば、高い所得の個人あっても、より大きなリスクに直面

するとき、「社会保険」的再分配を選好する。そこでは所得と再分配選好の間には負の関係は期待

されない。しかし、日本経済においてはこうした効果は観察されない。これは雇用保護が失職にと

もなうリスクを低下させる機能を果たし、所得と再分配支持の関連に影響をあたえていることに起

因するかもしれない（Iverssen and Soskice （2001））。そこでは所得が上昇したとしても「社会保険」

的再分配需要を引き上げない可能性が示唆される。そこで次に雇用保護が再分配選好に与える効果

に注目したい。

　雇用保護が再分配選好に与える効果を推定するために、モデル⑵～⑷には労働組合変数と雇用状

態変数を採用している。だが、雇用状態と労働組合それぞれを個別に考慮したモデルでは、いずれ

も有意ではなく、両者を同時に考慮したモデル⑷において労働組合変数だけが10％水準で有意であ

った。そこで同じように、モデル⑷にもとづき、労働組合への加入状況の変化とそれに対応する再

分配選好の予測値の確率分布を計算した（表－2）。

　表－2において理解されるように、労働組合に「一度も入ったことはない」という状態が与えら

れたとき、「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくすること」について「政府の責任

ではない」を選択する予測確率分布は12.42パーセントであり、他方、「政府の責任である」とする

確率は34.34パーセントである。

　また、労働組合に「入っている」が与えられたとき、所得格差の縮小を「政府の責任ではない」

とする予測確率は11.81パーセントであり、他方、「政府の責任である」とする確率は20.51パーセ

ントとなる。

　興味深いことに、「政府の責任である」とする予測確率は労働組合への加入状態が「1．一度も

入ったことはない」から「2．以前は入っていたが、今は入っていない」へ、さらに「3．入って

いる」へと移るにつれて低下する（34.34パーセントから26.20パーセント、さらに20.51パーセン

トへと低下）。これは労働組合への加入が、再分配選好を引き下げることを示す。すなわち個人は、

労働組合に加入することによって、雇用が保護されリスクが低下するため、個人の再分配を求める

表2．労働組合加入と再分配選好の予測値の分布
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要求が低下すると考えられる。再分配選好と社会支出需要の間に正の相関があったことを考慮すれ

ば、こうした結果からは、労働組合による雇用保護と社会支出需要は代替的な関係にあると推測さ

れる。したがって、今後、雇用保護機能が低下して行けば、再分配選好は強まり、社会支出需要は

上昇すると予測される。

Ⅲ－3　再分配選好と所得・雇用保護の分析⑵

　Ⅲ－2で利用された順序ロジットモデルは説明変数に関して推定された係数がカテゴリー間で同

一であるということを仮定する。すなわち平行線（共通のパラメータ）を仮定している。しかし、

平行線の仮定は損なわれることがある。そうした場合、一般化されたロジットモデルが利用される。

そこで、最後に、一般化された順序ロジットモデルを利用し、所得と雇用保護――労働組合――が

再分配選好に与えるインパクトを推定することにしたい。

　一般化された順序ロジットモデルによってモデル⑴と同一のモデルを推定した。図－7には、推

定結果をもとに、所得水準があたえられたときの再分配選好の予測確率を示している。

図7．再分配選好の予測確率分布⑵

注）Preference＝1 は「１．政府の責任ではない」、Preference＝2 は「2．どちらかと言えば政府の責任ではない」、
　　Preference＝3 は「3．どちらかと言えば政府の責任である」、およびPreference＝4 は「4．政府の責任である」を指す．
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　順序ロジットモデルでの推定の場合と同様に、ここでも、所得格差の解消が「政府の責任である」

とするカテゴリーが、所得階層の上昇ともに、低下している。また「政府の責任ではない」「どち

らかと言えば政府の責任ではない」とするカテゴリーの確率も、所得階層が高くなる程、上昇して

いる。したがって所得階層の上昇ともに再分配を求める選好の確率は低下することが理解される。

ただし、「どちらかと言えば政府の責任である」とするカテゴリーの確率は、ロジットモデルによ

る推定と異なり、所得階層が上昇するとともに上昇している。だが、全体的には、ロジットモデル

によって推定された結果が、ここでも確認されると言ってよいであろう。

　次に、一般化された順序ロジットモデルによってモデル⑷を推定した。表－3には推定結果をも

とに、労働組合の加入状態が与えられたときの再分配選好の予測確率が示されている。

　表－3において理解されるように、労働組合に「一度も入ったことはない」という状態が与えら

れたとき、「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格差を少なくすること」について「政府の責任

ではない」と選択する予測確率分布は12.90パーセントであり、他方、「政府の責任である」とする

確率は33.58パーセントである。このように、順序ロジットモデルでの推定とほぼ同様の結果が得

られた。

　他方、労働組合に「入っている」が与えられたとき、所得格差の縮小を「政府の責任ではない」

とする予測確率は16.44パーセントであり、「政府の責任である」とする確率は27.89パーセントと

なる。この点はロジットモデルの推定よりも確率の値は高くなっている。だが、依然、「政府の責任

である」とする予測確率は労働組合への加入状態が「1．一度も入ったことはない」から「2．以前

は入っていたが、今は入っていない」へ、さらに「3．入っている」へと移るにつれて低下してい

る（33.58パーセントから30.66パーセント、さらに27.89パーセントへと低下）。したがって一般化

された順序ロジットモデルによる推定でも、労働組合への加入が、再分配選好を引き下げることが

示された。

表3．労働組合加入と再分配選好の予測値の分布⑵
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Ⅳ　終わりに

　本稿は、個人の社会的状況――とりわけ本稿が注目したのは日本型資本主義モデルにとって重要

な雇用保護に関連する状況――が再分配選好・支持に与える影響を推定した。推定結果にもとづく

と、所得と雇用保護――労働組合――から見た個人の社会的ポジションが再分配的政府介入の必要

性に関する個人の見解に対して影響を与えることが理解される。

　本稿の結論は図－8のように示すことができる。日本経済においても、所得と再分配選好の関連

は負の関係を示す。しかし、雇用保護――労働組合変数によって代理――が上昇する場合、同一の

所得水準Ⅰに対して、再分配選好はP1からP2へと低下することになる。

　日本経済においては「長期の関係的契約」したがって雇用保障によって個人は市場リスクから保

護されてきた。雇用保護は、一方では、「長期の関係的契約」を支えることをつうじて企業の競争力

を引き上げ、他方では、雇用保障をつうじて労働者の生活を保障していた。こうした意味において

日本型福祉資本主義の社会的基礎であった。しかし、1990年代以降、雇用保障を軸とした社会保護

機能は低下して行った。本稿においては、こうした変化が個人の直面するリスクを強め、再分配選

好を変化させつつあるかどうかを検討するため、所得と雇用保護が再分配選好にどのような影響を

与えるかが検討された。これにより図－8によって表現される関連が引き出された。リスクは雇用

保護によって軽減され、そのかぎりではリスクは、直接的に、社会支出に対する需要の増加へと結

びつくものではなかった。しかし、今後、雇用保護機能の低下とともに再分配選好が高まり、再分

配選好と社会支出需要の正の関係を前提とすれば、社会支出は拡大して行くと予測される。

図8．再分配選好、所得および雇用保護
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【データの出所等】

公的社会支出：Kenworthy （2009）

社会政策選好：Kenworthy （2009）

社会支出：OECD. Stat Extracs data extracted on 20 Nov 2009 01:41 UTC （GMT） from OECD. Stat

再分配選好：International Social Survey Programme: Role of Government I-IV （ISSP 1985-1990-

1996-2006). International Social Survey Programme 2006 ― Role of Government IV.
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表Ａ2．記述統計⑵　再分配選好




